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 ２． プロジェクトの背景・概 要

SG50から遡ること10年、2005年のNational Day Rally

において、リーシェンロン首相により、この国の歴史を象

徴する建物である旧市庁舎（1929年竣工）及び旧最高

裁判所（1939年竣工）が、国立美術館として保存・再生

することが発表された。

また、本プロジェクトは、シンガポール建国50周年の

記念事業として企画され、オリジナルの建築表現を保持

しがらも、新たに設けられた地下空間、最上階のガラス

屋根およびリンクブリッジによって二つの建物を連続さ

せることで、アジア最大規模の国際的アートの殿堂とし

て、また国民に親しまれる文化の象徴として生まれ変わ

ることとなる。

（１）	 背景（文化・芸術の視点から）

本プロジェクトは、シンガポール独立当初の司法・立

法・行政機能を集約したシビックエリアと称する地区に位

置し、ビクトリアシアター等の歴史的建造物も集積してい

るエリアである。また、シンガポールの国家戦略上・都市

間競争上、世界トップレベル経済環境を構築・維持する

とともに、観光立国を標榜している。今後は、国内的に

１． はじめに

本年8月9日、建国50周年式典（National Day Parade 

2015）が盛大に挙行された。読者の中には、50年の節

目のこの式典会場に参加された方、テレビで視聴された

方も多いと思う。パダン広場とともに本式典のメイン会場

となった、City　Hall(以下、旧市庁舎)・Former　Supreme 

Court(以下、旧最高裁判所)の国立美術館への保存・再

生プロジェクト（以下、本プロジェクト）について両建物の

歴史に触れつつ、プロジェクトの背景・概要、技術的に

難易度の高い課題とその克服等について以下に紹介し

たい。

なお、本稿中に何らかの国家観・歴史観が介在する

と解釈される場合は、筆者の私見であり、筆者が所属す

る組織等を代表するものではない。

特　集

SG50 The Projec t  of  National  Galler y Singapore

―シンガポール旧市庁舎・旧最高裁判所 保 存・再生プロジェクト―
TAKENAKA CORPORATION Singapore Of f ice
Deputy General  Manager

吉田　光夫 
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旧市庁舎の外壁と最重要室の建設からシンガポール独

立までの歴史について触れたい。

（３）City Hall(1951年までは、Municipal Building：旧市

庁舎)の歴史

1926年　英国植民政府の建築家F　D　Meadowsによ

り設計され着工した。特徴は、パダンに面するCity　Hall 

Steps(正面階段)と一体感のあるコリント式の18本の巨

大な柱を擁する荘厳な正面外装。３階に位置する最重

要室であるCity Hall Chamber(当初はMunicipal Council 

chamber)はシンガポールの政策・発展を協議する会議

や重要な式典会場として使用される。

1929年7月23日　Municipal Building（英国植民政府庁

舎）として完成・開庁。

1942年2月～日本軍占領下、日本軍及び昭南特別

市市政府庁舎として使用される。

1943年7月5日　東條首相昭南特別市にてインド国民

軍パレード観閲。

は、文化・芸術の集積・発信拠点として、対外的には、イ

ンバウンド戦略の核となる文化・芸術関連の中心的なプ

ロジェクトである。

次に、保存について言及すると、両建物は1992年

に、Preservation　of　Monuments Board(以下、史跡保存

局)により、National　Monument(国定史跡/重要文化財)

に指定された。本プロジェクトにおける、旧市庁舎及び、

旧最高裁判所の建物保存に関する重要条件は、以下

の4点であった。

①	 両建物の外壁の保持（着工から完成まで既存

         の状態を維持すること）

②	 旧市庁舎3階に位置する最重要室（City Hall 

          Chamber:詳細は後述）の保持（こちらも着工か

          ら完成まで既存の状態を維持すること）

③	 両建物の内装・建具の保持・修復

④	 旧最高裁判所の外壁彫刻の修復・再生

上記①②は、取り分け、旧市庁舎において技術的に

極めて難題であったが、なぜこのような重要条件が設定

されたかについて考察したい。

（２）	 背景（歴史の視点から―なぜ外壁と最重要室

をそのまま残すのか？－）

この重要条件の決定を行ったのは、史跡保存局であ

るが、当局のミッションは以下のとおり。

PMB was a statutory board of the Ministry of National 

Development. It is charged to identify monuments that 

are worthy of preservation based on the criteria that 

they are of historic, cultural, traditional, archaeological, 

architectural, artistic or symbolic significance and national 

importance

（Preservation of Monuments Board　ホームページより

参照）

これから推測すると、歴史的、文化的、伝統的、考古

学的、建築的、芸術的または、象徴的な重要性と国家

的重大性により、条件決定がなされたと思われる。

外壁と3階の最重要室をそのまま残すことは、工事期

間中の崩壊リスクも容易に想像でき、仮に、一旦崩壊し

た外壁や最重要室を原状復元することは不可能にちか

い。では、このようなリスクを負ってでも原状保存すべき

特 集 :  SG50 T he Proje c t  of  Nat ional  Gal ler y S ingap ore
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1945年12月12日　日本軍降伏調印が最重要室の

City Hall Chamberで行われる。その後、再度、イギリス統

治下となる。

1951年　シンガポールの市制に伴い、Municipal 

BuildingはCity Hallと改称される。

1959年6月5日シンガポールは英国の自治領（State 

of　Singapore）となり、リークワンユー首相が最重要室の

City Hall Chamberで宣誓を行う。

1959年12月3日City Hall Chamberにて、Yusof Bin 

Ishakが初代のHead of Stateに就任し、シンガポール国

旗が正式に公開される。この日より、旧市庁舎に、首相

府、国家開発省、文化省が設置される。

1963年　マレーシア連邦として、英国から独立する。

1965年8月9日 リークワンユー首相がCity Hall Steps

で、マレーシアから分離・独立を宣言する。
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（４）	 旧最高裁判所の歴史

1935年英国統治政府の建築家Frank　Dorrington 

Wordにより設計された。

1937年工事着工。特徴は、旧市庁舎同様のネオクラ

シカル様式でデザインされ、構造は鉄骨造、上部には

銅板を用いたドーム、正面入り口には、旧市役所の外

装も手掛けたイタリア人彫刻家Cavaliere Rudolfo Nolliに

よる彫刻を配した。また当時は、世界恐慌の影響を受け 

建築コストを抑える様々な工夫がなされた。

1939年8月3日完成・開所

1942年2月頃～1945年8月頃まで、日本軍占領下、

昭南特別市裁判所となる。

1945年9月　再び英国統治下の最高裁判所となる。

（５）シンガポールのアイデンティとして

これらの歴史を顧みると、旧市役所ではシンガポール

の歩みの中で重要かつ重大な宣誓・調印・国家儀式等

が、重要室City Hall Chamberでなされ、荘厳な正面外

壁を背景に、折々の時代を左右する重大なイベントが

City Hall Steps（正面階段）を歴史的舞台として行われて

きた。

また、旧最高裁判所では、統治・占領下において、数々

の判決がなされ、これに悲哀を禁じ得ない場面が数多く

積み重ねられてきたと想像できる。

苦難の時代を経て、英国から独立し、さらにマレーシ

アから分離・独立し、類を見ない経済発展と社会の安定

を果たしたシンガポール国民の様々な思いや願いが込

められ、この国のアイデンティティともいえる建物ゆえ、

外壁と旧市庁舎3階最重要室City Hall Chamberの原状

保存の決定に至ったのだと思う。

「歴史的にシンガポール政府及び国民にとって思い

入れの深い国家遺産であり、本プロジェクトを日本の建

設会社が施工する意義を感じ、日星外交関係も踏ま

え、無事に竣工まで導いて欲しい。」

2011年に、鈴木前日本国特命全権大使が着工直後

にプロジェクトの現地を視察された際、いただいたメッセー

ジである。

3． 技 術的に難 易度の高い課 題とその克服

前述のとおり旧市庁舎においては、外壁すべてと、3

階最重要室City Hall Chamber とを空中に保持しなが

ら、マリンクレーと呼ばれる超軟弱地盤のもとで、逆打ち

工法（※注１）により地下構築、及び地上部既存建物内

部解体・新築を行うという日本国内でも前例のない高難

度の施工が求められた。

さらなる制約条件は、シビックエリアに建つこの建物

は、４面が道路に接し、そのうち３面を国会議事堂、現最

高裁判所、重要文化財であるSt. Andrews大聖堂に囲ま

れている。また、前面道路では毎年9月に、F1グランプリ

が開催され、その前後約3か月間アクセスが制限される

という外部制約条件があった。

本誌読者の皆様は、建築に詳しい方は相対的に少

ないと思われるので、少し乱暴な比喩と思われるが、誤

解を恐れずに、料理に喩えてみる。

まずは、地下の地盤部分を非常に柔らかい豆腐とす

る。地上の旧市庁舎建物を冬瓜スープとする。冬瓜をく

りぬき、薄皮一枚にして冬瓜の表面は傷つけてはならな

い。

特 集 :  SG50 T he Proje c t  of  Nat ional  Gal ler y S ingap ore
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次に、冬瓜の底とその下の豆腐をくりぬき、豆腐の中

に地下3階を構築する。

さらに、冬瓜スープの真ん中にある一部の具材（例え

ばホタテ）はその位置を変えてはならない。ホタテ以外

の具材はすべて食して、冬瓜内に4階を構築し、その上

部に5～6階を積み増す。このようなイメージである。

	

この外壁にダメージを与えずに、杭・RC連壁および

内部躯体解体工事を行うために、日本の当社技術研究

所の協力も得ながら外壁の鉛直保持、水平保持の対策

（フライングストラット）を開発・実施した上で、既存躯体

を切り出し、高さ24mの外壁と中庭の壁（全周400m）を、

薄皮一枚の状態にした。その壁の真横で、構真柱の施

工・RC連壁の施工（300ﾊﾟﾈﾙ全周900m）を行い、その

後、１階先行床に外壁を載せ替える工事を行った。

一方で、最重要室CHチャンバー（総重量2000ｔ）は、

プレロードをかけた鉄骨梁と仮設柱に、地上3階のレベ

ルで載せ替え、１-2階の既存柱を切断し空中に浮かせ

た状態で、その真下で地下外壁の施工を行った。杭・地

下外壁および掘削工事は、外壁・最重要室の変位を三

次元でリアルタイムに測定をするという厳しい管理が求

められる工事であったが、外壁保存と最重要室保持とも

に、全てを管理許容値（外壁：面内方向≦5mm・面外方

向≦20mm　/　最重要室:鉛直変位≦3mm)以内で施工

し、損傷ゼロで工事を進めることができた。
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仕上工事においても、保存外壁のプラスター仕上

げ、既存屋根瓦、テラゾー仕上げ壁・床、外装鋼製建

具、木製建具、既存チーク造作天井・壁、銅板葺屋根、

鋳造樋/手摺、彫刻など、実に多岐にわたるアイテムを

保存再生することが課題であった。また品目によって

は、保存に関する明確な指標がなく、建築主・設計事務

所も保存再生の経験がない方もいた。このため、手探り

状態の中、当社のこれまでの保存再生分野における経

験（迎賓館・明治生命館・三菱一号館・横浜赤レンガ倉

庫等）を活かし、損傷程度の見極め、補修・クリーニング

方法、範囲の提案、試験施工の実施・承認など、保存

局、建築主、設計事務所等関係者の合意形成を経て、

築80年経たアイテムを見事に甦らせることに成功した。

４．ＧＲＡＮＤ　ＯＰＥＮを迎えるにあたって

シンガポールの著しい発展の背景には、「建国の父」

初代首相リークァンユー氏が掲げた長期的な都市計画

があり、その計画には本プロジェクトのように歴史的建造

物の価値をいかに高めるかを模索し、有効活用をするこ

とも盛り込まれている。

2棟をつなぐツリー形状の柱に支えられたガラス屋根

及びベールに、透かし細工を施したゴールドカラーのア

ルミパネルから差し込む光は、アトリウム・オープンテラス

に注がれる。反射した光は優しい影を作り出し、新築部

分と再生された保存部分をシームレスにつなぎ、建築主

の求めた「歴史とモダニティーを統合した独創的かつ多

くの人を温かく迎える空間づくり」が実現されている。

そして、両建物は様々な歴史を経て、世界中の人々

によろこびを与えることとなる。

特 集 :  SG50 T he Proje c t  of  Nat ional  Gal ler y S ingap ore
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本プロジェクトは建築遺産としても高く評価され、建築

主、設計事務所と共に、シンガポールの建築保存再生

分野で最も権威ある「URA  Architectural Heritage Award 

Category A」を受賞することができた。

建築主、設計事務所、コンサルタント、サブコン、サプ

ライヤーとともに、幾多の困難を克服し、工事を無事完

成に導いた、総括作業所長：泉秀紀氏、作業所長：高尾

全氏をはじめ、本プロジェクトの全関係者に敬意を表し

たい。

2015年11月24日、グランドオープンを迎えるにあた

り、読者の皆様には、8,000点を超えるシンガポール・東

南アジアの19世紀～20世紀絵画・彫刻・写真・出版物等

の展示・所蔵作品をご堪能いただきたい。

また、本プロジェクトに携わったすべての人々の建築

作品としても、National Gallery Singaporeを鑑賞いただけ

れば、幸いである。 

（注１）逆打ち工法：1階の床を先に構築してから、地

上と地下を同時に施工する施工方法

執筆者氏名

吉田　光夫　（よしだ　みつお）

経   歴

千葉大学 法政経学部（経営）及び、工学部（建築） 卒業

1989年に株式会社竹中工務店入社以降、人事部、管理部(人

事・総務・法務)、国内・海外プロジェクト、海外拠点運営を経

験。駐在拠点は、マレーシア、台湾、シンガポール。現在はシン

ガポール事務所とアジア統括部を兼務。

特 集 :  SG50 T he Proje c t  of  Nat ional  Gal ler y S ingap ore
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特　集

皆さん、こんにちは。今年の４月からAss is tant 

DirectorとしてReCAAP　ISCで勤務している、三嶋

と申します。「“ReCAAP　ISC”とは、何ですか？正

直、読み方すら分かりません。」という読者の方がほ

とんどではないかと思いますので、まずは、私が勤

務しているReCAAP　ISCからご説明させていただき

ます。

１　Re C A AP ISCについて

ReCAAP　ISCの日本語名は、アジア海賊対策

地域協力協定情報共有センターと言います。当セ

ンターは、アジア周辺海域における海賊事案に対

応するために結ばれた地域協力協定に基づいて

設立されました。この協定の正式名は「Reg iona l 

Cooperation Agreement Combating Piracy and 

Armed Robbery Against Ship in Asia」と言います。

この協定に基づいて設立された情報共有センター

ですので、これに「Information Sharing Center」を

付け、更に全体名称の頭文字をとり「ReCAAP ISC」

と呼んでいます。と、説明したいのですが、この説

明は正確ではありません。お気付きかも知れません

が、「ReCAAP」の部分につきましては、上記正式

名称の頭文字をとってもこのようにはなりません。恥

ずかしながら私も最近知ったのですが、これは協定

策定の初期段階において使われていた「Regional 

Cooperation Agreement Against Piracy」の頭文

字を取って名付けたものを現在も使っています。読

み方は、「リキャップ　アイ・エス・シー」となります。

　　　　　リキャップのロゴマークです。

（１）	 ReCAAP ISCの設立経緯

1990年代後半に、アジア海域、特にマラッカ・

シンガポール海峡付近では海賊事案が多発しまし

た。 

同海峡は、資源・物質を海上輸送に頼る日本を

はじめとしたアジア周辺諸国にとってはとても重要

な海域ですので、いかにして輸送の安全を確保す

るかが大きな課題となりました。これらの海賊事案

は、襲われた海域、船体の偽装が行われた海域や

港、積荷をおろした港などが複数の海域や国にま

ア ジ ア 海 賊 対 策 地 域 協 力 協 定 情 報 セ ン タ ーと
最 近 の ア ジ ア 周 辺 海 域 に お ける 海 賊 事 案 の 発 生 状 況 に つ い て

ReCAAP Information Shar ing Centre
Assis tant Direc tor  (Programmes)

三嶋　舟司
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たがることが多く、また、被害船舶の所有者、運行

者等も必ずしも同一の国に属しているわけではない

ことから、海賊事案の情報を関係国が共有し、対処

していくことが重要となりました。

このような状況を背景に、2001年11月、小泉総

理（当時）がASEAN+3（日本、中国、韓国）の会議

において、アジアの海賊問題に有効に対処すべ

く地域協力の促進のための法的枠組みの作成を

提案しました。この提案を受け、アセアン及び周

辺国からなる作業部会が設置され、日本が主導す

る形で地域協力協定の作成作業が始まり、2004

年11月に先ほど説明いたしました協定「Regiona l 

Cooperation Agreement Combating Piracy and 

Armed Robbery Against Ship in Asia」が採択

され、2006年9月に発効し、そして、同年11月に

「ReCAAP ISC」がシンガポールに設立、運用を開

始しました。同協定発効時の協定加盟国は、フィリ

ピン、シンガポール、タイ、ブルネイ、ベトナム、ラオ

ス、ミャンマー、カンボジア、日本、中国、韓国、イン

ド、スリランカ、バングラディシュの１４か国でしたが、

その後、順次加盟国が増え、現在では、ノルウェー、

オランダ、デンマーク、英国、オーストラリア、米国

が加わり、同協定に20ヶ国が加盟しています。

発効しました同協定の骨子を簡単に説明します

と、シンガポールに「ReCAAP ISC」を設置するこ

と、「ReCAAP ISC」を通じた情報共有と協力体制（

容疑者、被疑者及び被害船舶の発見、容疑者の逮

捕、容疑船舶の拿捕、被害者の救助等の要請等）

を構築すること、そして「ReCAAP ISC」を経由しな

い締約国同士の二国間協力を促進（犯罪人引渡し

及び法律上の相互援助の円滑化、並びに能力の

開発等）することとなっています。

（２）	 ReCAAP ISC　の組織構成、活動等

ReCAAP ISCは、総務会と事務局で構成されて

います。日常業務は事務局が行い、これを総務会

が監督するという形です。

総務会は、各締約国１名の代表者により構成され

ています。総務会は、少なくとも年１回、シンガポール

で開催され、その年度のReCAAP ISCの活動報告、

次年度の活動予定などについて議論がなされます。

事務局の長は、総務会で選出されます。事務局

設置以来、日本人が事務局長を務めています。事

務局長の下には、次長と４つの部及び広報・渉外担

当があります。事務局長以外の職員は、地元シンガ

ポール人が９名、そして加盟国から日本（小職）、中

国、インド、韓国、フィリピン、タイの政府からそれぞ

れ１名が派遣されていますので、総員１６名で運営

されています。

４つの部があると説明いたしましたが、内訳は、

運用部、分析部、計画部、総務部です。その役割

ですが、まず、運用部は、海賊事案の情報をやり

取りする部門です。我々は、情報共有の推進をは

かるための組織ですので、現場に赴いて海賊を鎮

圧したり、捜査する機関ではありません。それは、

各国の主権に関わる事項ですので、日本で言え

ば海上保安庁になりますが、各国の関係機関が責

任を持って全うすることになります。少し前述しまし

たが、海賊事案に適確に対処するためには、一国

だけでは行い得ない要素が多数あるので、私たち

ReCAAP ISCが、加盟国の関係機関が捜索や捜査

活動をただちに開始できるように、いち早く情報を

伝達し、さらにそれらの活動によって得られた情報

を共有し、また、必要に応じて、ある加盟国から別

の加盟国への関連情報提供依頼や捜索活動の要

請依頼を仲介するなどして、海賊事案の全容解明

と早期解決に貢献しています。

続 い て 分 析 部 で す 。 分 析 部 の 主 な 業 務

は、ReCAAP ISCレポートの作成になります。レポー

トには、月刊、四半期、半年、年間の各定期レポー

トがあり、発生した海賊事案を報告するのみではな

く、海事関係者の取る予防策や政府関係機関の活

動に役立つように、発生海域や事案の特色や傾向

等を分析した内容を掲載しています。これらのレポー

トの他にも、特質すべき事案があった場合は、特別

報告をその都度必要に応じて作成しております。こ
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れらのレポートは、ReCAAP ISCのホームページで

ご覧いただけます。

３つ目は、私が所属しています計画部です。計画

部は加盟国の能力向上を図るための施策を推進す

る部門です。毎年、加盟国の海賊対策に従事する

実務者を対象としたキャパシティービルディングワー

クショップを１回、加盟国の海賊対策に従事する実

務者のトップが集まり、有効な海賊対策について話

し合うシニアオフィサーズミーティングを１回開催し

ています。この他にも加盟国が開催するセミナー等

へReCAAP ISCの職員を講師として派遣するなど、

加盟国の能力向上施策の支援も行っています。

最後は、総務部と渉外・広報担当です。総務部

は、予算管理、職員の福利厚生及び事務局スペー

スの管理などを担当しているほか、外国からの派遣

員に対し、就労ビザやIDカードの取得等必要な支

援を行っています。

２　最 近のアジア周辺海 域における
　　海賊事案の発 生状 況

ここまでは、私が所属していますReCAAP ISCに

ついて簡単にご紹介させていただきましたが、次は

アジア周辺海域における海賊事案の現状について

ご説明いたします。

（１）「海賊」について

「海賊」については、ここまで何も説明することな

く進んできましたので、少し説明させていただきま

す。私たちは、いろいろなところで「海賊」という言

葉に接してきました。歴史の教科書で学んだ「倭

寇」や中世の瀬戸内海・西九州沿海を本拠にした「

村上水軍」のような地方豪族であったり、映画「パイ

レーツ・オブ・カリビアン」のジャックス・パローも「海

賊」ですし、アニメの世界のキャプテン・ハーロック

も「宇宙海賊」です。その形態も、掠奪を繰り返す極

悪非道な集団であったり、軍隊であったり、アニメの

ヒーローだったりと様々で、大変守備範囲が広いの

が「海賊」です。

では、「海賊」に関する情報の共有、提供等を

業務とするReCAAP　ISCが対象としている「海賊」

とはどのようなものでしょうか。先ほど説明しました

ReCAAPの協定では「海賊」については、海に関す

る基本的な国際ルールとして知られている国連海

洋法条約に規定する「海賊」と同様の定義を行って

います。原文は、長くなりますので、ごく簡単に説明

しますと、「海賊」とは、公海上における私有の船舶

の乗組員等による私的目的のための不法な暴力、

抑留又は略奪行為等をいいます。あくまで公海上

での行為に限られますので、ReCAAPの協定では、

各国の領海内で行われるものは、「船舶に対する武

装強盗」として区別しています。区別する理由も簡

単に説明しますと、公海は国家の主権が及ばない

海域ですが、一方で領海は国家の主権が及ぶ海域

ですので、法的な取扱いが違ってくるのです。しか

し、実際に行われている行為そのものは、領海内と

領海外でさほど変わりませんので、ここでは一様に「

海賊」という言葉を使っています。

（２）海賊事案の発生状況について

では、アジアの海域でどのくらいの海賊事案が発

生しているのかについて紹介いたします。ReCAAP 

ISCの集計によると、昨年は183件の海賊事案が発

生しています。このうち、既遂事案が168件、未遂事

案が15件となっています。この内、全体の62％は乗

組員の所有物や船の予備品などを盗っていく「こそ

泥」的な事案ですが、その他は最近大変問題となっ

ているSiphoningと言われる事案等の重大事案が含

まれています。

海 賊 事 案 の 件 数 を 過 去 ５ 年 間 で 見 て み ま す

特 集 :  アジア海賊 対 策地 域協力協定情報センターと最 近のアジア周辺海 域における海賊事案の発 生状 況について
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と、2010年は167件、2011年は157件、2012年

は 1 3 3 件 と 減 少 傾 向 に あ り ま し た 。 し か し 、 そ の

後、2013年が150件、昨年が183件と増加傾向に

転じています。最近の件数の増加は、Petty Theft

と定義している「こそ泥」的な事案が増えているこ

とによりますが、全体数からすると多くありません

が、Siphoning事案数が確実に増加しています。こ

のSiphoningについては、最後に説明いたします。

続いて、過去５年間での海賊の発生地域につい

て紹介いたします。

2010年から2013年の間は、インドネシアの港や

錨泊地で発生した海賊事案の件数が増加していま

した。2013年には未遂も含めて90件の報告があり

ましたが、これは同年のReCAAP ISCへ報告された

全体の件数が150件であったことを考えると、かなり

の割合を占めています。そこでReCAAP ISCからイ

ンドネシアの港湾当局や法執行機関に対応を促し

たところ、インドネシア当局によるパトロールの強化

などの取組みにより、2014年は件数が半減していま

す。

しかし、一方では、大変残念なことですが、昨年

の南シナ海とマラッカ・シンガポール海峡での海賊

発生件数は、逆に増加しています。

ここで、6～7年前頃に大変な問題となったソマリ

ア沖の海賊の現状についても少し触れておきたい

と思います。ソマリア沖の海賊は、アデン湾を通航

する船舶をハイジャックし、身代金を要求するという

形態でした。同海域もマラッカ・シンガポール海峡と

同様に資源・物資の海上輸送にとって非常に重要

な海域ですので、同海域が海賊の危険にさらされる

ことは、世界経済に深刻な打撃を与えかねません。

この為、現在、各国が協力して同海域に軍艦を派

遣し、同海域の海賊の予防、鎮圧に取り組んでい

ます。日本においてもこれに対処するために新たな

法律を作り、海上自衛隊の護衛艦に海上保安官を

乗艦させ同海域に派遣しています。このような、日

本を含めた世界各国の積極的な取り組みが功を奏

し、現在、同海域の海賊は激減しています。

（３）	 Siphoningについて

最後に、最近、大変問題となっているSiphoning

事案について説明いたします。Siphon ing事案で

は、タンカーが被害船舶となります。タンカーといっ

ても、原油を輸送している巨大タンカーではなく、ガ

ソリン等の製油されたものを輸送するプロダクトタン

カーが被害にあっています。

その手口をご紹介しますと、まず、海賊は小型ボー

トでプロダクトタンカーに接近し、乗り込みます。乗

り込んだ後は、船橋を占拠し、乗組員を拘束、完全

に船を支配します。すると、海賊が手配した別のタ

ンカー、またはバージがやってきて、支配したタン

カーに横付けし、同タンカーから輸送中のガソリン

等の抜き取りを開始します。抜き取りが終わると、抜

き取った側のタンカー、又はバージはどこかへ逃走

し、更に、海賊達は支配下にあるタンカーの船橋内

の航海計器や通信機器を破壊し、逃走するというの

が基本的なパターンです。

これまでもSiphoning事案が無かった訳ではあり

ませんが、その数は年間数件でした。ところが、昨

年、急激に増加し、今年も半年間で昨年の件数に

迫る勢いとなっています。

今年の6月に発生したSiphoning未遂事案を簡単

にご紹介いたします。ある船会社から同社が運航す

るタンカーとの連絡が取れなくなったという情報が

ReCAAP　ISCに入りました。ReCAAP　ISCでは、

締約国窓口に速やかに通報、関連する追加情報に
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ついても、その都度締約国窓口に通報し、情報の

共有化を図りました。その後、哨戒中のオーストラリ

ア当局の航空機がタンカーを発見し、マレーシア当

局が乗り込んでタンカーと乗組員の安全を確保しま

した。マレーシア当局の調査の結果、Siphoningは

行われていませんでしたが、オーストラリア当局の

航空機が発見したときは、このタンカーは遊弋して

いたということですので、油を抜き取り、輸送する為

の別のタンカーが到着するのを待っていたのだろう

と考えられています。また、逃走した海賊について

は、ベトナムのコーストガードが逮捕しました。この

他にも、インドネシア当局も巡視船を派遣したと聞

いており、また、締約国窓口であるタイ海軍も艦船

を派遣できるようスタンバイしていました。この事案

では、情報を関係国で速やかに共有し、関係国が

適切に対処したことで、Siphoningを防ぐことができ

た良い事例だと思います。

以上、取りとめも無く書いてしまいましたが、アジ

アにおける海賊の現状やReCAAP のことを少しでも

ご理解いただけましたでしょうか。

ReCAAP締約国とReCAAP ISCは、様々な「海

賊」対策を行っています。私は４月に海上保安庁か

らReCAAP ISCに派遣され、まだまだ、アジア地域

の海賊のことや、ReCAAPのことすら勉強中の身で

すが、ReCAAPの様々な取り組みに、微力ながら貢

献し、皆様のお役に立てるよう、これからも励みたい

と思います。ありがとうございました。

執筆者氏名

三嶋　舟司　（みしま　しゅうじ）

特 集 :  アジア海賊 対 策地 域協力協定情報センターと最 近のアジア周辺海 域における海賊事案の発 生状 況について
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るとします。Aさんは買い物の情報（データ）を入

力しますが、この時、入力画面には店舗Bからの

電子証明書が送られてきています。この店舗Bの

電子証明書には送信するデータを暗号化するた

めの鍵が含まれており、Aさんから送信されるデー

タはその鍵により暗号化され店舗Bに安全に送信

されます。このデータは店舗Bに到達した時点で

解読する必要がありますが、この時、店舗Bだけ

が持つ固有の鍵により解読（復号化）がなされま

す。つまり、電子商取引では鍵が２種類存在して

いることになります。この２つの鍵を「鍵ペア」と呼

んでいます。

Aさんに店舗Bから送られた鍵は、Aさんが店舗

Bにデータを送信する際、暗号化するために必要

な鍵です。店舗Bは多くのお客様に安全に買い物

のデータを送信してもらうため、この鍵をなるべく

広く配布する必要があります。この電子証明書を

広く配布するための仕組みをリポジトリといい、こ

の鍵を「公開鍵（Publ ic　Key）」といいます。

また、Aさんに渡した店舗Bの公開鍵により暗号

化された買い物のデータは、店舗Bだけが復号で

きることで安全な取引が実現します。このため店

舗Bだけが持つ固有の鍵を第三者に知られること

なく安全に保持しておく必要があります。この鍵の

ことを「秘密鍵（Pr iva te　Key）」といいます。この

仕組みにより、例えAさんの送信した買い物デー

タを第三者に見られることがあっても、店舗Bの秘

密鍵がない限り、その内容を見られてしまうことが

なくなるのです。

こ の よ う に 、 １ 人 の ユ ー ザ ー （ こ こ で は 店 舗 B ）

が１組の鍵ペア、すなわち「公開鍵」と「秘密鍵」

を持つ電子認証の仕組みを、PKI(公開鍵暗号方

1) 認証セキュリティの歴 史とPK Iの 仕 組み

インターネットの普及は社会をデジタル化しま

した。ビジネスでもプライベートでもインターネット

の恩恵を受けない日はありません。しかし、一方

で迷惑メールや情報漏洩といったデジタル社会

ならではの弊害も生じています。認証セキュリティ

の歴史はインターネットの歴史と共に歩いてきま

した。PKIとは公開鍵に関連した技術のインフラで

あり、インターネットの安心・安全を確保するため

に考案された通信の暗号化と電子的な身分証明

の仕組みです。 電子証明書を用いることで、ネッ

トワークを通じた顔の見えない相手でも、誰である

かをはっきりと確認することができます。また、公

開鍵暗号という強力かつ利便性の高い暗号方式

でインターネット上の通信を暗号化することができ

ます。電子証明書も公開鍵暗号もPKI（公開鍵基

盤）に含まれる技術です。

PKIは認証局（CA）、登録局、リポジトリなどか

ら構成されています。認証局から発行される電子

証明書は、取引相手が自ら提示する身分証明書

のようなものです。認証局は安価なプロダクトで構

築することも可能であるため、運用面も含めたセ

キュリティ対策が必須であり、認証局自体の信頼

性を高め維持することが重要な意味を持ちます。

発行された電子証明書に信頼性を持たせるため

に は 、 信 頼 の お け る 認 証 局 か ら 発 行 さ れ た 電 子

証明書であることを明示的に利用者に伝える必要

があります。

では実際に、この電子証明書を用いた電子商

取引はどのように行われているのでしょうか。例え

ばAさんがインターネット上の店舗Bで買い物をす

特　集

進 化 す る 認 証 セ キュリティ 

ウェブ サイト か らヒト・モ ノ・カ ネ を 含 む オ ン ラ イ ン の 世 界

Cyber Secure Asia
Managing Direc tor

宮本　繁人
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式)といいます。現実世界も含めて現在使われる

鍵は、一つの鍵を秘密にする（暗号化する）方式

でした。この「誰に知られても構わない」公開鍵の

発明によってインターネット上での通信に革命が

起き、クレジットカードによる注文などの取引が爆

発的に普及しました。

2) SSL暗 号 化 通信と最 近のセキュリティ被害

Eコマース（電子商取引）が日常的になった今

日、便利さの反面、顔が見えない相手との取引に

起因するリスクも同時に存在しています。取引情

報を他人（第三者）が盗み見る「盗聴」、取引デー

タ等の内容を書き換えてしまう「改ざん」、他人が

当事者の振りをして取引を行う「なりすまし」、更に

はこれら「改ざん」や「なりすまし」が生じたと思わ

れる際に、「それは誰か他人が行ったものだ」と自

らの商行為を否定する「否認」などが主なリスクと

して挙げられます。

こ の よ う な リ ス ク を 回 避 す る た め に 、 P u b l i c 

Roo tを保持した信頼される認証局(CA)が、情報

通信先のサーバのサイト運営企業が実在している

ことを証明し、WebブラウザとWebサーバ間（サー

バ同士でも可能）でSSL（Secure Socket Layer）

暗号化通信を行うための電子証明書を発行して

います。ユーザーは自分がアクセスしているサイト

のアドレスがhttp://からhttps ://に変わり、鍵の

マークが表示されることで電子証明書を確認でき

ます。このしくみは上記で述べた公開鍵暗号技術

を使用しており、次の二つを保証しています。

1)	 暗号化通信：WebブラウザとWebサーバ

間で暗号化通信を行い、個人情報、クレジットカー

ド番号など第三者に盗み見られないようにする。

2)	 実在証明：公開鍵を持っている主体は実

在するサイト運営企業であり、運営会社自身が所

有するドメインを使用していることを認証局(CA)

によって証明。

3) Web中心からクライアント認証、
    そしてIoT 認証、ブロックチェーン認証へ

冒 頭 ご 紹 介 し ま し た P K I 技 術 で す が W e b 

Se r v e rだけでなく、以前から企業のID入館証や

P C の ロ グ イ ン 方 法 と し て も 使 用 さ れ て い ま す 。

企 業 の バ ッ ク オ フ ィ ス シ ス テ ム へ の リ モ ー ト ア ク

セス の 際 に もユ ー ザ ー ロ グイ ン と パス ワー ド だ け

で は 破 ら れ や す い セ キ ュ リ テ ィ レ ベ ル を 保 管 す

る た め の 二 要 素 認 証 と し て 広 く 使 用 さ れ て い ま

す 。 こ こ 数 年 の 傾 向 と し て は ス マ ー ト フ ォ ン の 普

及 に 伴 い 、 P C と 同 等 機 能 を 持 っ た 携 帯 電 話 か

特 集 : 進化する認証セキュリティ

なりすまし

サイトの運営者や、関係者等相手になりすま
すこと。例えば、ＥＣサイト運営者になりす
まし、クレジットカードの番号や住所等の顧
客情報を取得し、悪用されたりする。

改ざん
情報の送信元と送信先以外の第三者により、情報の
内容を書き換えられること。ECサイトなどで、商品
の注文数が書き換えられてしまう。

盗聴

情報の送信元と送信先以外の第三者により、
情報を盗み見られること。ＥＣサイト等で個
人情報のやりとりを行っている際に盗聴され
ると、住所やクレジットカード番号等が漏れ
てしまう。

否認

否認とは、自分の行った行為を否定するとい
うこと。ＥＣサイトが注文を受付けて商品を
配送したのに、購入者が注文をしたことを否
定したり、個数が違う等の主張をするといっ
たこと。注文内容が間違いなくWebサイト経
由で送られた保証がないと対処のしようがな
い。
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ら 企 業 L A N 内 サ ー バ ー へ の ア ク セ ス 管 理 と し て

PK I 技 術 を 利 用 し た ク ライ アン ト認 証 が 普 及 し て

い ま す 。 情 報 漏 洩 の 多 く は 外 部 だ け で な く 従 業

員 に 端 を 発 し た 事 件 が 多 く 、 会 社 が 管 理 す る 携

帯電話のみからのアクセスを強化するために同一

ユーザ ー で あ っ て も ア ク セ ス 端 末 を 特 定 す る 必

要があるからです。また、最近はスマートネイショ

ン、IoT(Internet　of　Things)と呼ばれるように、

車やドローン、家電や電気ガス水道など2020年

には500億以上のありとあらゆるデバイスがオンラ

インに接続すると言われています。IoT社会はデー

タ収集やリモート管理といった利便性をあたえてく

れる一方、それら膨大な数の端末をどのように認

証・管理し、悪意ある攻撃から防御または基幹シ

ステムへの踏み台として使用されないかというセ

キュリティ対策の必要性が今後更に高まってくると

考えています。

ビットコインに代表される暗号通貨の仕組みで

もPKIはビットコイン取引の際の電子署名のテクノ

ロジーとして使われています。それに対して暗号

通貨そのものの実在性に対してはブロックチェー

ンという仕組みによってコピーや改ざんを防ぐ手

法がとられています。ブロックチェーンの仕組み

の詳細に関しては良書がたくさん出ていますので

そちらに譲るとして、一言で役割を言いますと、現

実世界では日本銀行などの各国の中央銀行がお

金の信用保証を行っているのに対して、暗号通貨

の世界ではこのブロックチェーンによって分散化

された非集約型ネットワークにより取引履歴を各ノー

ドで保管、照合しあい、複製や改ざんを防いでい

ます。暗号通貨は取引決済のコストの安さとスピー

ドの速さから、既存通貨とのブリッジ通貨として現

在多くの国で既に使われています。

お金の発行・管理・送金の分野でFintechによ

る イ ノ ベ ー シ ョ ン が 今 起 き て い る 中 、 私 は 前 述 し

た認証局(CA)が行っていた認証に関しても同じ

ことが言えるとおもいます。中央集権的な認証方

式はHSM鍵の保管、データセンターの管理、バッ

クアップ、毎年受ける監査等コストが非常にかか

ります。また認証審査スピードもCAによって差が

あり数時間から数日と幅があります。さらにIoT社

会になり認証するデバイスや自動車、家電が爆発

的に増えていく今後、限りあるCA認証局で審査・

管理していくのは物理的、経済的にも困難になっ

てきます。中央銀行と市中銀行が併せても世の中

の全てのお金の流れを管理することが難しいよう

に、IoT世代のオンラインデバイスへの認証に関

しても、例えばブロックチェーンの仕組みに学ぶ

ようなよりオープンで非中央集権的なネットワーク

分散型の認証が求められていくのではないでしょ

うか。それがより良いインターネット活用をみなが

享受できる安全で便利な社会への貢献につなが

ると私は考えています。

執筆者氏名
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特 集 : 進化する認証セキュリティ



17

I . 	 はじめに

ここ数年で、シンガポールをハブとしてASEAN進出

を図る日本企業の数が増えており、シンガポールに地

域統括会社を設立、またはシンガポール企業を買収

して地域統括会社化する等の動きが活発になってい

る。日本企業によるシンガポール企業の買収件数は

2014年には過去10年間で最多となったが、その背景

にはシンガポール企業側の事情もある。シンガポール

企業の約9割が地場資本の中小企業で、その多くが事

業承継や事業上の課題を抱えており、その承継先・提

携先として日本企業が有力な相手先として見られてい

るのである。シンガポールにおける地域統括会社の必

要性、シンガポール企業のM&Aマーケット状況、シン

ガポール企業の買収検討のポイント等について考えを

共有させて頂きたいと思う。

I I . 	 シンガポールにおける
        地 域 統 括 会社の必 要性

  1.	 地域統括会社の必要性

従来から地域統括会社として、香港と並び名前が

挙がるシンガポールだが、中国への進出ハブである香

港から、急速な経済成長を遂げているASEANへの進

出ハブとしてシンガポールに再び脚光が当てられてい

る。ASEAN経済共同体発足で域内の輸出入を自由化

して、ヒト、モノ、カネが自由に行き交う単一市場が構

築される中、従前の各地への個別進出から、ASEAN

全域をひとつの経済圏としてとらえて、地域統括会社

を利用して現場に近い場所で、全域の事業・投資の迅

速で適切な意思決定、効率的な管理を行えるようにし

ていかなければならないと考える。

特　集

2.	 なぜシンガポールなのか

しかし、ASEANは単一のマーケットではなく、民族、

宗教、法律、税制などが細分化されており、一元的な

管理は容易ではない。ASEAN地域のなかでシンガポー

ルは国際貿易港として発展する過程で多くの移民が

流入し、多種多様な民族・言語・宗教を抱える国家と

して成長を続けてきた。自国の民族調和の取り組みを

進めると同時に、自国の経済発展のための外国企業・

外国人の積極的な受入施策も展開し、成功してきてい

る。そのような歴史的背景を持つシンガポールは、日

本企業がASEAN地域を統括していくうえで必要なリソー

ス（人材、ネットワーク等）を確保できる国であり、地域

統括会社を置くメリットが多い最適国であると考えられ

る。

1)	 周辺諸国へのアクセスが容易な立地

　　　　（ASEAN・インドへのゲートウェイ）

2)	 物流、輸送、通信等のインフラの整備

3)	 政治・社会的な安定性

4)	 外資参入の自由度が高い（外資規制はほと

　　　　んど存在しない、会社設立が容易等）

5)	 低い法人税率、優遇税制など税制上の恩典

　　　　が充実

6)	 幅広いFTA、投資協定ネットワーク

7)	 公用語が英語

8)	 雇用者側に有利な労働法制

9)	 教育水準の高い人材が豊富、外国人雇用が

　　　　容易

また、ASEANで買収を積極的に進めていく場合に

は、シンガポールの地域統括会社を買収ヴィークルと

して利用し、シンガポールを経由して他のASEAN諸国

シ ン ガ ポ ー ル に お ける M & A に つ い て の 考 察

Amidas Par tners  Asia Paci f ic  P te Ltd
Direc tor

伏田　浩俊
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への投資を行うことで、シンガポールの会社法上及び

税務上の利点を享受することが可能となる。

I I I . 	 シンガポール 企業のM& A
        マーケット状 況

1.	 日本企業によるシンガポール企業の買収の狙い

シンガポールは日本企業がASEAN地域を統括してい

くうえで必要なリソース（人材、ネットワーク等）を確保でき

る国であるが、人材確保の難しさ等もありゼロベースから

立ち上げるには時間を要する。また、既にASEAN各地へ

個別進出をしている場合でも各地での事業拡大が進むに

つれASEAN全域の事業を見据えた統括機能と事業基盤

が必要、既にASEANに製造拠点を有しているが地場市場

への参入や営業機能や周辺地域への物流機能などの強

化が必要、などといった課題を抱えている日本企業も多

い。そこで、それら課題を解決する方法として、ASEANへ

のネットワーク・事業基盤等を有しているシンガポール企

業を買収し、地域統括会社として位置付けることが考えら

れる。

2.	 シンガポール企業の状況、売却検討に至る背景

シンガポールの企業数は189千社で、うち99％は中小

企業、うち84％は地場資本であるが、多くの中小企業が

世代交代に際しての事業承継問題を抱えている。地場銀

行が行ったアンケートでは、経営者の2人に1人が適切な

事業承継者がいないと回答しており、過去に関与させて

頂いたシンガポール企業の買収案件においても、承継者

がいないことから売却検討に至ったケースが多い。また承

継者がいる場合でも、事業を継げない（継ぎたくない）とい

うケースも少なくない。この傾向は更に進んでいくと考えら

れ、事業承継型の案件はこれからも多く出てくるであろうと

推察している。

また、2014年10月に公表された2,836社から回答（過去

最多）のあったSME Development Surveyでは事業的な課

題の回答として、事業的な懸念として競争激化（45%）、事

業戦略としてビジネスモデルの見直し（51%）が回答されて

いる。これには海外売上の拡大（主要取引先国である中

国やマレーシア以外のASEAN地域への進出）も含まれて

いる。過去に関与させて頂いた案件においても、シンガポー

ル国内のみならずASEANにおける事業成長のために、日

本企業がもつ技術、ノウハウ、日本式経営手法、資金等を

求めて売却検討に至ったケースも、事業承継型と同様に

多い。日本企業との共同による競争力強化を目的とした

案件も多く出てくるであろうと推察している。

3.	 ASEAN並びにシンガポール企業の買収状況

出典：SPEEDA（2015年の数値は1月~8月までの数値）

1)	 ASEANにおける買収件数の推移
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おいても取引金額規模はSGD15M~100M程度が大半であ

る。また、マーケットの規模が限られているがゆえにニッチ

な事業エリアで高いシェアを持っている、有利子負債が少

ない等の財務的な健全性が高いなど、日本企業にとって

検討しやすい中堅企業の案件が多いという印象である。

2)	 日本企業によるASEANの買収件数の推移

3)	 日本企業によるシンガポールの買収件数

　　　　（案件規模別）の推移

ASEANにおける日本企業による買収件数は2010年以

降大きく増加傾向にある。特に日本企業によるシンガポー

ルにおける買収件数は直近で倍増している。シンガポー

ルにおける買収案件の特徴としては、シンガポール国内

のマーケット規模が限られていることから企業規模が小さ

く（中堅企業で売上規模SGD30~50M程度、SGD100Mであ

れば比較的大企業の印象）、案件金額規模が50億円未

満の案件が多い。過去に関与させて頂いた買収案件に

特 集 :  シンガポールにおけるM& Aについての考察
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4.	 売却候補先としての日本企業

2014年4月に外務省が実施したASEAN7ヵ国（インドネ

シア、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナ

ム、ミャンマー）における対日世論調査（香港企業への委

託調査）によれば、日本企業の進出に対する好意的な回

答は95％と高く、更に，米国，中国等主要11ヵ国の中で「

最も信頼できる国」として日本を選択した割合は33％と第1

位となった。ちなみに中国は5％（4位）、米国は16％（2位）

である。また、ASEAN諸国にとって現在重要なパートナー

はどの国かとの質問については11ヵ国中で日本（65％），

中国（48％），米国（47％）の評価、将来重要なパートナー

はどの国かとの質問については日本（60％），中国（43％），

米国（40％）の評価であった。

感覚的であるが、シンガポールの人々は、欧米的な合

理性・公平性を重んじる一方で、仁義、面子、繋がりなど

もそれ以上に重んじている。故に、売却先の検討に際して

は、価格等の経済的条件も重要視するが、社風・企業文

化の尊重、ケミストリーの親和性、協議に際しての柔軟性・

信頼性などが重要なポイントになっていると感じている。私

が過去に関与させて頂いた案件においても、対象会社オー

ナー並びにアドバイザーは日本企業に対して「コミュニケー

ション（率直でオープンな議論）力の欠如」、「意思決定プ

ロセスの遅さと不透明さ」などのネガティヴ（不安）なイメー

ジを持っている一方で、「誠実性、信頼性（約束を守る）」

点について高く評価しており、有力な売却候補先として日

本企業を検討したいというケースが非常に多い。

IV. 	 シンガポール 企業の買収検 討のポイント

  1.	 制度等

制度等の観点からは、シンガポールは以下の点か

ら他のASEAN諸国と比べ、買収の検討がし易いと考える。

1)	 外資規制がほとんどない

2)	 送金規制がない

3)	 会社設立が容易（最低資本金SGD1、最低取

        締役数1名等）

4)	 撤退が容易

5)	 会社有利の雇用形態（解雇事由不要、労働

        組合不存在、退職金原則不要等）

6)	 裁判・仲裁機関の信頼性が高い

7)	 会社財務に関する信頼性が高い

8)	 汚職等が少ない（清潔度指数は世界7位）

2.	 案件情報の収集

案件情報はシンガポール地場の金融機関（銀行・

証券会社）・監査法人・会計事務所・独立系M&Aアド

バイザリーファーム等が対象会社オーナー側のアド

バイザーを務めていて、情報を持っているケースが多

い。また、M&Aプロフェッショナルでなくても、多数の

会社オーナーとの繋がりを保有していて、Introduction

を中心に活動している個人も多い（これはIntroduction 

Fee（紹介料）という考え方が商習慣的に受け入れられ

ていることもあるため）。（上記を総称して「ローカルファー

ム」という。）

最も留意しなければならないのが、ローカルファー

ムと対象会社オーナーとのリレーション、つまり情報の

信頼性である。理想的には、ローカルファームを通じ

て（または共同して）対象会社オーナーと直接のリレー

ションを構築し、売却検討に際しての背景や売却条件

等を明確にするとともに、事業等の概要を正確に把握

したうえで、日本企業側に提案できるようにすることで

ある。この可否は、ローカルファームとの信頼関係によ

るものが大きく、過去に関与させて頂いた案件におい

ても成約に至った大半の案件は、ローカルファームを

通じて対象会社オーナーとの良好なリレーションが構

築でき、ほぼ相対交渉で進めることができたものであ

る。

3.	 協議・交渉プロセス

協議・交渉プロセス自体は一般的な流れであるが、

最も留意しなければならないのが、企業情報の収集

の難しさと、そのための必要プロセスである。入札案件

のような大規模案件であれば別だが、多くの中小規模

案件では、日本でみられるようなNDA締結後に開示

される初期的検討に必要な各種詳細情報をパッケー

ジにした「案件概要書」が作成されていない場合も多

い。勿論、情報開示のリクエストを行うが、先ずは対象

会社オーナーが情報開示の前に日本企業側経営陣

とのFace to Faceミーティングを希望するケースが多

い。これは対象会社オーナーが情報開示に関して非
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常に慎重であり、日本企業とのケミストリー、関心度合

いの高さを確認したいという考えからであり、日本企業

にとっては物理的な難しさがあるものの、フレキシブル

に対応していくスタンスが必須であると考える。入口の

情報開示もそうであるが、案件の途中途中でも、協議

事項が発生した場合には直接Face to Faceミーティン

グで解決していくという考えが基本である。協議・交渉を

行っていくうえで非常に重要なベースとしては、リスペ

クトし、合理性・公平性を基本に据え、率直に議論する

ことである。チキンレースにはせずに、両者間にあるギ

ャップをどのように埋められることができるのかを考える

のが肝要である。

4.	 ストラクチャー

詳細のシンガポールの会社法等に基づくストラクチャー

に関する説明は割愛させて頂くが、通常は株式譲渡

か事業譲渡の2つの主要方法が考えられる。事業譲渡

は不要な事業（資産等）を承継せず、また簿外負債等

のリスクを少なくできるため望ましい場合があるが、日

本同様の煩雑さに加え、シンガポール特有の外国人

の労働許可証の承継、不動産の賃貸借契約の承継（

シンガポールは基本的に全ての土地を国が保有し一

定期間賃貸借）等の手続きが煩雑でスケジュールの

コントロールが難しいことに留意が必要である。株式

譲渡は手続き的にも非常にシンプルであるが、Post-

Merger Integration（PMI）を見据えた取得比率等の検

討が必要である。一族経営の場合、社内求心力や外

部とのリレーションを買収後にどのように維持・強化し

ていくのが非常に重要になり、特に社内求心力（Key 

Personnelの雇用継続）維持は大変重要である。現オー

ナー（＝経営陣）に高い意識とコミットメントで円滑な事

業の承継に取り組んでもらえるようなストラクチャリング

の検討が必要となるが、この場合、現オーナーに買収

後も一定期間残ってもらえるように雇用契約（Service 

Agreement）を3年程度締結するケースが多く、あわせ

てマイノリティ株主として残ってもらい、当該残存株式

分を雇用契約終了時点で業績に応じたインセンティブ

を付加した価格で買取るというストラクチャリングが考え

られる。残存株式分の買取り時に価格等で紛争となる

リスクを内包するが、買取計算式を詳細に規定する等

でミニマイズすることも可能であると考える。また当該ス

キームは株式譲渡価格に乖離が生じた場合、残存比

率を増やす等で将来的なインセンティブで乖離分を埋

めるなどで解決できるスキームになる得ることもある。

5.	 価格

価格評価の考え方・手法等について詳細は割愛

させて頂くが、一般的なDCF、Multiple、時価純資産

をベースに検討を行う。どちらかというとMultipleでの

協議がなされることが多く、その場合、業種や個社別

の状況もあり一概には言えないが、平均的には事業

価値でEBITDAをベースに6~8倍という感覚である。ま

た、シンガポールでも時価純資産という考え方が多く

出ることも多い。時価純資産については、国からの賃

貸借している不動産があるが（基本的にシンガポール

の土地は全て国が保有しており、使用に際しては国か

ら一定期間（一般的に30年程度）賃貸借を受ける）、

賃貸借でありながらその権利の売買は一般的で市場

価格が形成されている。土地が限定的なことから全体

的に高値となっており、市場価格にひきなおしたときの

時価純資産がDCF等より高くなるケースもある。

V.	 おわりに

ASEAN進出・事業拡大を図る日本企業にとって、シ

ンガポール企業の買収は非常に有効な戦略であると

考える。シンガポール企業がもつ人材・事業基盤・ネッ

トワークを通じてASEANへのリーチが可能となり、また

地域統括会社として、ASEANにおける買収ヴィークル

として活用するなど、事業戦略の幅を拡大することが

できる。シンガポール企業側としても多くが事業承継

や事業上の課題を抱えており、相互補完ができる可能

性が高い日本企業への売却は有効な選択肢となり得

る。

今でも多くの機会があり、今後も更に増えていくと

考えているが、日本企業は慎重になりすぎて第一歩が

踏み出せない、社内検討プロセスに時間を要すること

などからその機会を逃していると感じることも多い。ぜ

ひ、柔軟性とスピードと、障壁や困難を楽しむマインド

と、人種・民族・言語・文化・宗教の壁を乗り越える強

い信念を持って、積極的に機会を捕えにいって頂きた

特 集 :  シンガポールにおけるM& Aについての考察
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い。今後も日本企業とシンガポール企業との提携が更

に増え、ともにASEANで成長することを強く願ってお

り、本稿がその一助になれば幸いである。

執筆者氏名

伏田　浩俊　（ふしだ　ひろとし）

経   歴

1996年に㈱三和銀行（現㈱三菱東京UFJ銀行）に入行。法人

営業業務に従事。

2001年に㈱グローバル・マネジメント・ディレクションズ(現

㈱KPMG FAS)に入社し、M&Aアドバイザリー業務に従事。プ

ロジェクトマネジャーとして大企業グループの再編案件などを

担当。

2005年に㈱UFJ銀行（現㈱三菱東京UFJ銀行）に入行し、M&A

アドバイザリー業務に従事。プロジェクトマネージャーとして大

型再生案件などを担当。

2007年に独立系M&Aアドバイザリー会社である㈱アミダスパー

トナーズに入社し、ディレクターとして国内の統合、買収、売却

（事業承継、大手企業グループからのスピンアウト）、非上場化

（MBO）、再生案件などを担当。2011年にクロスボーダーM&A

チームを立ち上げ。現在はAmidas Partners As ia  Pac i f ic 

Pte .  LtdのDirectorとしてSingaporeに駐在。Singaporeを中

心とした東南アジアのM&A案件（In-Out）の組成及びエクセキュー

ションに従事。

特 集 :  シンガポールにおけるM& Aについての考察
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一歩先を行くシンガポールのLNG拠点構想

TOKYO GAS ASIA PTE LTD
Business Development ManAger

山口　晋

日本のLNG（Liquef ied Natural  Gas、液化天

然ガス）消費量は、東日本大震災を契機とした発

電燃料としての需要増加を受けて、ここ5年間で

輸入額ベースで2.7倍に膨れ上がり、今や日本は

世界一位のLNG消費国となった。

東南アジア諸国では、経済成長と人口増大に

よるエネルギー需要に対応するため、LNG輸入を

推進する国が増えつつある。

シ ン ガ ポ ー ル で は 、 ジ ュ ロ ン 島 に あ る L N G 受

入基地が2013年に操業を開始しており、国内の

発電所や工場へのガス供給等において、他の東

南アジア諸国に先駆けてLNGの利用が進んでい

る。また、政府主導のもと、LNGトレーディングハ

ブ構想やLNGバンカリング等の先駆的な取り組み

が始められており、アジア域内におけるLNG拠点

を目指すシンガポールの構想が具現化しつつある。

本稿では、はじめにLNG（液化天然ガス）の基

礎知識を紹介し、次に東南アジア諸国および日

本のLNGを中心としたエネルギー状況をレビュー

する。最後にシンガポールが目指すLNG拠点構

想について考察を進めていくことにする。

（1）天然ガスとLNGの関係

LNGとは、液化天然ガス（Lique f i ed　Natura l 

Gas）の頭文字をとったものであり、地中ガス田か

ら噴出してくる天然ガスを約‐162℃まで冷却する

ことによって、液化したものである。液化すること

によって体積は600分の１まで縮小するため、生

産国（オーストラリアやマレーシアなど）から消費

国（日本や韓国など）へのLNG輸送船を使った大

量輸送を可能に出来るメリットが生まれる。

一方で、生産国では天然ガスを液化するため

の液化プラントが、消費国では天然ガスを気化す

るための気化プラントが必要となるため、日本のよ

うな輸入国における天然ガス価格が諸外国に比

べて高くなってしまうというデメリットがある。

（2）天然ガスが期待される理由

①クリーン性

メ タ ン （ C H ₄ ） を 主 成 分 と す る 天 然 ガ ス は 、 他

の 化 石 燃 料 と 比 べ て 燃 や し た 時 の 二 酸 化 炭 素

（CO₂）排出量が少ない燃料である。さらに、大気

汚染物質となる窒素酸化物（NOx）の排出が少な

く、硫黄酸化物（SOx）も排出しない大変クリーン

なエネルギーである。

はじめに

１．LNGの基 礎 知識

エネルギーエネルギー
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②安全性

天 然 ガ ス は 、 空 気 よ り 軽 い 気 体 （ 対 空 気 比 重

0.65）なので、空気より重いLPGや液体燃料のよ

うに地上に滞留せず、上方に拡散するため、爆発

の危険が少なく、安全である。

③供給安定性

天然ガスは世界各地に豊富な埋蔵量が確認さ

れている。LNG（液化天然ガス）として日本へは東

南アジア・オセアニアを含む世界各地から輸出さ

れており、供給安定性が高いといえる。加えて、

近年の掘削技術の進展によって、シェールガスや

コールベッドメタンなどの非在来型天然ガスが採

取できるようになり、天然ガスの可採年数は飛躍

的に延びると言われている。 

（3）日本の現状

2013年度世界のLNG（液化天然ガス）輸入量

は、3,200億㎥を超え、その約70％をアジア諸国

が輸入しており、その中でも日本は全体の35％以

上を占める、世界一のLNG輸入国となっている。

東南アジア諸国は、引き続き高い経済成長率

を維持し、経済発展を続けていくものと考えられ

る。とくに、インドネシア、マレーシア、フィリピン、

タイ及びベトナムのASEAN5カ国の成長は、年毎

に爬行性はあるものの底固く、とりわけインドネシ

ア、フィリピンが高い成長を維持する見込みであ

る。人口動態の面からも、15～64歳の生産年齢

人口が15歳未満および65歳以上の人口の2倍以

上となる人口ボーナス期を迎えている国々が東南

アジア諸国には多くあり、こうした状態にある国は

工業化による所得増や消費の活発化による高い

経済成長を実現する潜在能力を有している。

　　こうした経済発展や人口増加にともなって、エ

ネルギー需要も拡大していくため、2035年まで

に、東南アジア諸国のエネルギー需要は80%以上

増加するものと見込まれている。石油、石炭の需

要増もあるものの、とくに天然ガスの需要につい

ては80%以上増加し、2,500億m3に達すると推定

されている。

　２．日本を含む東南アジア各国の

　      エネルギー事情

図２　国別のLNG輸入 量

表２　アジア主要国の経済成長 率の推移
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かつては資源輸出国であった東南アジア諸国

も、旺盛な需要を背景として、石油輸入量の拡大

や 石 炭 ・ 天 然 ガ ス 輸 出 量 の 減 少 が 進 展 し 、 資 源

輸入国となっている。こうした変化を背景として、

東南アジア諸国ではLNG（液化天然ガス）の活用

が注目を集めており、東南アジア域内では６か所

のLNG受入基地が稼働中で、さらに７か所のＬＮ

Ｇ基地が建設中あるいは計画中である。

日 本 は エ ネ ル ギ ー 資 源 の 供 給 を 海 外 か ら の

輸 入 に 依 存 し て お り 、 1 9 7 0 年 代 の 二 度 の 石 油

危 機 を 契 機 に 、 エ ネ ル ギ ー 安 定 供 給 確 保 の た

め、LNG火力発電の導入や都市ガス原料の天然

ガス転換等、エネルギー供給の多様化を進めて

きた。日本のＬＮＧ輸入は1969年に始まったが、

当初20万トン弱であった輸入量は、その10年後

の1979年には1,485万トンとなり、現在は8,900万

トン（2014年度）まで拡大している。

2003年に策定されたエネルギー基本計画にお

いて、天然ガスは中東以外の地域にも分散して存

在し、相対的に環境負荷が少ないクリーンなエネ

ルギーであることから、安定供給と環境問題の両

面で重要なエネルギーと位置付けられ、都市ガス

分野では天然ガスコージェネレーション・燃料電

池等の分散型電源の導入促進等、天然ガスシフ

トの加速が盛り込まれた。このエネルギー基本計

画は2007年に第二次計画、2010年に第三次計

画、2014年に第四次計画が策定されている。

日本国内では34か所のＬＮＧ受入基地が稼働

中であり、さらに6か所が建設中あるいは計画中

であり、天然ガス利用は今後さらに進んでいくも

のと考えられる。

シ ン ガ ポ ー ル は エ ネ ル ギ ー 輸 入 依 存 度 の 高

い 少 資 源 国 で あ る 。 エ ネ ル ギ ー 輸 入 の 内 訳 は 、

原油等が45Mto e、石油製品が103 . 8M t o e、天

然ガスが10.3MtoeでそのうちLNGは2.3Mtoeと

な っ て い る 。 一 方 、 エ ネ ル ギ ー 輸 出 に つ い て は

86.2Mtoeのうち85.5Mtoeが石油製品となってい

る。

３．シンガポールのLNG拠 点構想について
出典：東 京ガス

出典：東 京ガス
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シンガポールのガス輸入については、1992年

にマレーシアからパイプラインを敷設して火力発

電所向けに供給を開始した。さらに、2000年代初

頭にはインドネシアから海底パイプラインによるガ

ス輸入を始め、ガス輸入量は急速に拡大していく

こととなった。LNG輸入については、2003年頃か

ら検討が始まり、2013年にシンガポール初となる

LNGターミナルが稼動した。

L N G 輸 入 は 、 ガ ス パ イ プ ラ イ ン へ の 過 度 の 依

存を避け、エネルギーセキュリティを向上させるこ

とを意図したものであるが、東南アジア域内での

LNG取引の拡大やスポット契約の活発化、船舶

燃料利用（LNGバンカリング）等の取引の拡大を

も見据え、シンガポールはアジアにおける天然ガ

ス取引のハブとしての役割を果たすべく、LNGタ

ーミナルの拡張を計画している。

ま た 、 シ ン ガ ポ ー ル は 、 市 場 重 視 の 政 府 方 針

や輸送・販売事業の分離等、ガス事業制度・競争

環境の面からLNGトレーディング拠点としての優

位性を有している。 執筆者氏名

山口　晋　（やまぐち　すすむ）

経   歴

1983年、埼玉県生まれ。2010年LKY Schoo l　修了、

2011年東京ガス入社、2015年　東京ガスアジア社へ出向

業界ぷらす１
　「エネルギー」： 一歩先を行くシンガポールのLNG拠点構想

東南アジア域内の天然ガス取引量が増加して

いくことによって、その優位性をシンガポールは

大いに発揮し、もともと政策実現力の高い国であ

ることから、このハブ構想についても、実現時期が

先になることはあるかもしれないが、着実に実行

に移していくものと考えられる。

東京ガスグループは、2015年4月に東南アジア

における事業統括拠点として、シンガポールに東

京ガスアジア社を設立した。同時に、インドネシア

（ジャカルタ）、ベトナム（ハノイ）、タイ（バンコク）

に駐在員事務所を開設した。20年以上前から活

動を続けてきたマレーシア（クアラルンプール）を

含め、これら5拠点を中心に、日本国内で130年

にわたり培ってきたガスの利活用に関するノウハ

ウの提供を通じて、域内のさらなる成長に貢献し

ていきたいと考えている。

おわりに

出典：

出典：

表７　活発な天 然ガス市場 形成に求められる要件の比 較

○・・・優 位性あり
ー・・・現時点では優 位性はない
△・・・現時点では不明

出典：IE A  D eve lop ing a Natur a l  Gas Tr ading hub in A s iaを元に作成

△

△

△
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9-10月 JCCIイベント写真

JCCI 9 -10月イベント写真
9月23日　建設部会「オフィア複合施 設 新築工事」現場見学会

10月2日　第1工業部会　懇親ゴルフ並びに懇親会

10月5日　10月度会員講 演会
「アジア諸国への投 資と環境・社会問題リスクへの対応」

業界ぷらす１
　「エネルギー」： 一歩先を行くシンガポールのLNG拠点構想

9月25日　観 光・流 通サービス部会　競 馬場Tur f  Club 視察会
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10月7日　10月度会員講 演会 
「世界 初の高齢化対応都市構想－Aging cit y－」

10月2日　運 輸・通信部会＆第2工業部会共催
Singapore Maritime Galler y見学会
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10月14日　三部会 合同　パナソニック社 屋内野菜工場見学会

10月13日　理事会

小西新 会頭から大谷会頭へ
　　　記 念品の贈呈

TOSHIBA A SIA PACIFIC P TE LTD
　　  土 光　辰 夫様 よりご挨 拶
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JCCI 派遣留学生 ジェニスさんに帰国前のご報告をいただきました　　

　

　2014年9月に来日し、早稲田大学国際教養学部在籍していました、JCCI 派遣留学生・ジェニスさん（Ms. Janice 

CHEN）が、約10ヶ月の留学期間の終えるのを期に、7月24日（金）『ニュートーキョー田町店』で開催しました理事

会にお迎えしました。ジェニスさんは、来日時より一段と日本語レベルを上げておられ、とても自然な日本語で一同

歓談を楽しみました。

　学校や寮での生活を通じて、いろいろな国からの留学生と交流ができたこと、国内旅行を通じて見聞を広めたこ

とを語ってくれました。帰国前にはお会いできませんでしたが、大分県のAPU（立命館アジアパシフィック大学）で

同じく約10ケ月の留学生活を送っていましたフイミンさん（Ms. LIM Hui Min）共々、シンガポールと日本の架け橋

になっていただけることを期待しています。　

≪日本シンガポール協会よりお知らせです≫
　

日本シンガポール協会便り31
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 ≪ 9-10月　活動報告 ≫

建設部会「オフィア複合施設新築工事」現場見学会

　9月23日に株式会社大林組の現地法人である大林シンガポール社が施行中のオフィア複合施設新築工事現場見学会を行
いました。本プロジェクトは、ブキス地区において、事務所・ホテル棟、集合住宅棟および低層商業施設からなる複合建築を
新築するものです。大林シンガポール社の素晴らしい段取りで、参加者の皆様には、とても有意義な見学会となりました。

観光・流通・サービス部会主催 「競馬場Tur f Club視察会」　

　観光・流通・サービス部会では、Singapore Turf Club見学会を開催いたしました。当日は朝からHaze値がうなぎ上りでし
たが、レースが開かれる夜には好転、Turf Clubのご厚意により、通常では入場不可なオーナーズルームや法人ブースなどを
見学すると共に、収益の使途などについてのレクチャーを受けました。

第1工業部会懇親ゴルフ並びに懇親会　
　10月2日、Sentosa Golf Club（Tanjong Course）にて懇親ゴルフ並びに夕食懇談会を開催致しました。当日は、ヘイズに
も拘らず、無事に終えることができました。参加者は12名とやや少なかったのですが、終始和気藹 と々した雰囲気で、親睦を
深めることができました。 

≪ 2015年11月　行事予定 ≫     

開 催 日 開催区分 イベント名 時間・場所

11月1日（日） 第27回（2015年）会員懇親ゴルフ大会
11:45～

Tanah Merah CC

11月3日（火） 委員会 11月広報委員会
12：30-14：00

Fourseasons Hotel

11月3日（火） 視察
第2工業部会

「シンガポール国立眼科センター」

14：00-17：00

シンガポール国立眼科センター

11月9日（月） 理事会
11月度運営担当理事会

第544回理事会

11:30-12:14

12:15-14:00

日本人会

11月18日（水）

部会

委員会

中小企業のための

プレゼンテーション大会＆懇親会

13：00-19：00　

日本人会
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＜編集後記＞

今年はヘイズの期間がいつもより少し長く続いている中、家の中ですごす時間が多くなっている方も多いのではないでしょうか。早いもので1年も
終わりに近づいており、このヘイズが季節の風物詩にならないように祈る所です。年末に近づく中で、年末の帰国のご予定などを立てている声をちら
ほら耳にし始めました。今年は皆様にとってどんな年だったでしょうか？1年分の月報の表紙を見ると、自然とシンガポールでの1年が振り返れるよう
な気がします。（西野）

訪日客の急増がニュースを賑わせていますが、それを裏付けるかのごとく、私のまわりにも12月に日本へ行く予定の同僚がたくさんいます。日本人
ですら行った事がないような場所やレストランを探しだす彼らのアンテナとバイタリティには驚くばかりです。中にはリピーターも多く、滞在期間が2
週間だとか、総勢10人での旅行だとか、「みんなで徹底的に日本を楽しもう」的なアプローチが増えているのはうれしい限りです。そんな彼らのキー
ワードは、「オンセン」。日々の会話の中でもこのキーワードが出ない日はありません。エアコンが効きすぎの寒いオフィスの部屋でオンセンにつかる
自分を頭の片隅で想像しつつ、同僚とオンセン話に花が咲く南国ライフも楽しいものです。（津田）

 
シンガポール共和国は2015年8月9日に建国50周年を迎えました。今年は多くのシンガポール人にとって、50年の歴史を振り返り、そして50年先

の未来に思いを馳せる、そんな年であったかと思います。歴史の節目ともいうべきSG50の年にふさわしい読み物をはじめ、さまざまな業界における
旬なシンガポール情報をご執筆くださった皆様に、この場をお借りして、心からお礼申し上げます。

＜11月号担当　広報委員紹介＞

【名前】　津田律子
【出身】　宮城県
【在星歴】　Since 1979
【会社名】　Drew & Napier LLC （法律事務所）
【仕事内容】 
　「コーポレートHQ」と「ジャパンデスク」の仕事を兼務しています。
　日々チャレンジの連続です。
【趣味】　日本国内を旅行すること、歩くこと
【シンガポールのお気に入り】          
　マリーナベイ界隈、青空の日、さとうきびジュース
【月報読者の皆様へ】　
　シンガポールの紙面やニュースをにぎわすニュースに焦点をあて、
　シンガポールの「今」が反映された記事をご提供できるよう心がけ
　ています。ビジネス情報あり、テクノロジー情報あり、カルチャー情
　報あり、の月報をこれからもよろしくお願いいたします。

【名前】　西野雄介
【出身】　大阪府
【在星歴】　Since 2011
【会社名】　en wor ld Singapore P te Ltd 
【仕事内容】　管理職、マネージャー職以上に特化した人材紹介
【趣味】　ロードバイク
【シンガポールのお気に入り】　イーストコースト、ボートキー
【月報読者の皆様へ】
　新しいもの、まだ多く知られていないけれども素晴らしい情報をよ
　り多く皆様にお届けできるように心がけています。何か面白いネタ
　があれば是非教えてください！                  

（左： 津田様、右： 西野様)
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